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なぜ輸出代金が入らなかったか

事実経緯

2011年5月、国内の電子部品メーカー（以下、A社という）は外国輸入商（以下、B社という）との間で売買契約を締結し、A社がB社にA社の電子部品を輸出し、B社がA社に代金の6万米ドルを支払うと約束した。

契約締結後、A社はB社から20％の手付金を受取した後、生産に着手した。部品出荷前、A社はB社からの残金の支払証憑のスキャン書面を受取った後、空輸で部品を発送した。ところが、A社は、数日後代金が入らず、B社に代金の送金の状況を確認した。A社からの要望を受けたB社は残金の一括支払済、並びに送金日、金額、A指定銀行口座、口座番号など詳細資料を送った。

不審を感じたA社及びB社双方は過去受発信した電子メールを照合、確認した後、そのメールは双方の発信したものでないが、そのメールアドレスがほとんど同じものとしていたので、A社とB社のメールアドレスが盗まれ、詐欺者がA社の名義でB社に支払指令を発し、B社に代金をいわゆるアメリカ分公司の口座に送金させ、且つ開設口座名称、口座など情報を知らせ、更に、B社の名義でA社に払込済のスッキャン書類を送り出し、A社及びB社に信じさせ、まさに詐欺者の指示通りに進め、完全に詐欺者によってコントロールされたことを発覚した。但し、詐欺者は送金を受けた後、直ちに行方不明になった。

その後の調べによって、詐欺者のIPアドレスは中国にあらず、輸入商の所在国にもあらず、ラテンアメリカの国にあると明らかになった。

コメント

本案はA社の業務担当のリスク防止の意識がないことに起因した。もし、A社とB社が事前に契約、支払通知、口座番号など基本情報について書面通知に準ずることを約束しておけば、詐欺者に乗じられるすき間を与えないことができる。

ネット詐欺の最大特徴としては詐欺者は国境を跨がり、第三国で犯罪を行い、攫まれにくい。同時、一旦詐欺行為が成功したら、直ちにお金は移転され、取戻しが難しい。

貿易業務はほとんど電子メールに依って情報を遣り取りしているが、会社及び業務担当が自分のメールアドレス、IP等電子情報を管理する能力が不充分であるので、貿易会社は電子メールの管理及びリスク管理を常態化すべき。

近年、中国における多くの輸出企業が海外からのネット詐欺に遭遇した。本案は決して対岸の火事ではない。貿易会社は業務担当及び財務担当にリスク防止のトレーニングを強化し、詐欺者の手口を周知し、詐欺者を防止する能力を向上させることが不可決だろう。


環境汚染強制責任保険試行工作の展開に関する指導意見
　2013年1月21日に、中国環境保護部及び中国保険監督委員会は「環境汚染強制責任保険試行工作の展開に関する指導意見」（以下、「本意見」という）を公布実施することを決めた。本稿では以下の通りその概要を述べます。

一、目的

　本意見の保険の導入によって、社会化、市場化の道を通じて環境汚染損害の解決、会社による環境リスク管理の強化、汚染事故の減少に役立てる。また汚染事故の迅速な対応、補償、汚染被害者の権益保護、及び会社への汚染事故賠償圧力の分散にも有利である。

二、試行企業範囲

１、重金属汚染予防コントロール業界には重非鉄金属鉱山、重非鉄金属精錬業、鉛充電池製造業、皮革及びその製品業、化学原料及び化学製品製造業を含まれる。

２、地方の関連規定によって保険加入範囲を納入した企業

３、その他の環境リスクの高い企業

４、下記に掲げた、環境汚染責任保険加入を奨励される環境リスクの高い企業

(1)石油、天然ガスの採掘、石化，化工など業界企業

(2)危険化学品の生産、貯蔵、使用、経営及び運輸の企業

(3)危険廃棄物の産生、収集、貯蔵、運輸、利用及び処理の企業及び環境リスクの大きいダイオキシンの排出企業

(4)環境保護部に確定されたその他の環境リスクの高い企業。

三、責任範囲

　保険条款に記載する保険責任賠償範囲は以下の通りする。

１、第三者が汚染損害によって蒙った人身の死傷或いは財産の損失

２、付保会社は第三者の生命の救助、第三者の財産損失の回避または減少のために発生した必要、合理的な救援費用

３、付保会社は環境保護法律、法規よって、汚染物の拡散をコントロールし、或いは汚染物の処理のために、必要、合理的な汚染除去費用

４、保険契約会社と保険会社が約定をしていた他の賠償責任。

四、責任限度額

　付保会社は自社の環境リスクレベル、汚染事故で齎す可能な損害範囲などの要素によって、環境汚染損失を賠償できる責任限度額を確定し、付保する。

五、保険料率

　保険会社は会社環境リスクの評価結果によって、総合的に付保会社の環境法律順守の状況を考慮し、付保会社の業界特徴、プロセス、規模、会社の所在区域の環境敏感性などの状況を結合して、基準料率をベースに合理的に付保会社に適用する料率を確定する。

六、汚染事故賠償

　環境汚染事故発生後、付保会社は迅速に必要、合理的な措置を取り、有効的に損失を防止或いは減少し、且つ法により関係部門に報告し、保険会社に通知し、事故現場を保護し、保険会社の事故検査及び損失査定を協力する。

七、損失計算

　環境汚染事故で第三者に齎した人身、財産損失、付保会社は汚染拡大の防止、事故損失の降下のために相応しい措置の採用によって発生した応急費用は環境保護部の「環境汚染損害賠金額計算勧め方法」（環発［2011］６０号文書の付属文書）規定によって鑑定及び精算する。

八、情報公開

　環境保護部門は付保企業の環境情報、たとえば環境検収結果、汚染排出許可証、汚染物排出基準超過のブラックリスト掲載、環境行政処罰決定など公開する。

九、賞罰措置

　環境保護部門は、付保すべきにもかかわらず、付保しない会社に対して汚染排出許可証の発行、環境専項基金申請の受理、銀行への会社の不付保情報の提供など制約手段を講ずる一方、付保会社に対して汚染防止処理プロジェクトに対する専項資金の特別支援のほか、銀行への付保会社の付保情報の提供、優先的に融資の便宜を図ってもらうよう側面に支援する。
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	施行日

	1
	中国環境保護部及び中国保険監督委員会の「環境汚染強制責任保険試行工作の展開に関する指導意見」（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/01/21 

	2
	国家税務総局の営業税の増値税転換試行における非居民企業所得税納付に関する問題の公告
	2013/02/19

	3
	商務部、国務院台湾事務弁公室の台湾投資者第三地経由投資転換認定暫定弁法
	2013/02/20

	4
	国家安全生産監督管理総局の危険化学品安全使用許可適用業界目録（2013年版）
	2013/02/21

	5
	文化部の娯楽場所管理弁法
	2013/03/11
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